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平成２４年度多可町健全化判断比率等に係る審査意見書

１ 審査の概要

この審査は、町長から提出された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

２ 審査の結果

（１）総合意見

審査に付された下記、健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

記

（単位：％）

平成 24 年度 早期健全化基準 財政再生基準 備 考

決 算 経営健全化基準

実質赤字比率 － １３．７９ ２０．０

連結実質赤字比率 － １８．７９ ３０．０

実質公債費比率 １４．９ ２５．０ ３５．０

将来負担比率 ３５．７ ３５０．０

資金 下 水 道 事 業 特 別 会 計 － ２０．０

不足 水 道 事 業 特 別 会 計 － ２０．０

比率 簡易水道事業特別会計 － ２０．０

宅地造成事業特別会計 － ２０．０

（２）個別意見

・実質赤字比率及び連結実質赤字比率

当町においては実質赤字、連結実質赤字ともに発生していない。今後もこの状

態の維持に努められたい。

・実質公債費比率

平成 23 年度の 15.67 から改善し、平成 24 年度は 14.9 となり、起債発行に際し

て許可が必要となる団体からは外れている。単年度の数値を見ると平成 22 年度の

14.86、平成 23 年度の 15.32 から少し改善されて 14.76 となっている。

この要因としては交付税算入率の高い起債（臨時財政対策債や合併特例債債

等）を借りたことにより地方債の償還に充てた特定財源が増加したことがあげら

れる。

今後、合併特例事業の本格的な実施が控えており、一時的に発行額も増加する

ことはやむを得ないが、公債費負担の適正化に努め、財政運営上適切な水準の維

持に努められたい。

・将 来 負 担 比 率

将来負担比率は 35.7 で、早期健全化基準を大きく下回っている。発行残高上位

の臨時財政対策債（約 54 億円、100 ％算入）や合併特例事業債（45 億円、70 ％算
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入）をはじめとして、交付税算入率の高い地方債が多い。そのため「地方債の現

在高＋債務負担行為に基づく支出予定額＋公営企業債等繰入見込額」の 238 億円

に対して基準財政需要額算入見込額は 188 億円と、約 79 ％を占めている。あわせ

て充当可能基金の額が 47 億円あることも比率に寄与している。しかしながら今後

の財政運営を考慮すると、充当可能基金の減少は不可避であり、地方税や交付税

の減少など将来的な変動要因も考慮しながら、長期的に適正水準を維持できるよ

う努められたい。

・資 金 不 足 比 率

当町の公営企業特別会計において、資金不足は発生していない。今後もこの状

態の維持に努められたい。

（３）まとめ

実質赤字、実質連結赤字及び資金不足は生じておらず、また、他の比率も早期

健全化基準を下回っている。

注意が必要な実質公債費比率であるが、14.9 と前年度から 0.7 ポイント改善し、

起債許可団体からは昨年に続き外れることとなった。しかしながらこれは、普通

交付税や臨時財政対策債の増額などの外部的要因によるところが大きく、政策動

向によって左右されるため、なお予断を許さない状況にある。

一方、将来負担比率が低いことから、今後の発行額をしっかり抑制し、着実に

償還を進めていけば、中期的に解消していくことは十分可能であると考えられる。

もちろん、そのためには経営改革を進め、償還原資の確保に努める必要がある。

合併特例事業は期間が限られており、短期間に発行が集中することから、公債

費比率を維持するのは困難であるが、中長期の財政計画を策定し、規律を守って

財政運営に取り組まなければ収拾のつかない事態となる。計画を遵守し、投資的

事業を抑制することにより、適正水準の維持に努められたい。

２４年度決算では前年度から引き続き経済対策、雇用対策、地方重視などの政

策により、地方交付税や臨時財政対策債が従来に比べ手厚く措置されている。し

かしながら、国の財政も、現在のように国債に過度に依存した状態を長く続ける

ことはできない。交付税の合併算定替期間の終了も考えると、中期的には厳しい

状況が待っていることは容易に想像できる。将来的な国の行財政改革にも柔軟に

対応できる体質づくりを今から進めておく必要がある。

４つの比率は連結決算の考えを取り入れており、一般会計や公営企業会計だけ

ではなく、一部事務組合、第三セクターなど、町が関わるすべての経営体の財政

状況を反映している。町本体の改革はもちろんだが、これら関係団体の経営にも

積極的に関わり、改革を推進することも必要となってこよう。

諸施策を通じて、各比率について現在の数値を維持し、できれば下回ることが

できるよう努められたい。


